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府省名 外務省 6月7日

事業番号 事業名
令和４年度

補正後予算額
令和５年度
当初予算額

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考欄

021 国内広報 55 71 カ

・外交専門論壇誌『外交』の発行、ホーム
ページコンテンツの作成、パンフレットの作
成・配布。
・講演会・シンポジウム等の開催。
・特定の外交案件や外務省が行う業務に対
する国民世論を把握するために、外交に関
する世論調査（RDD方式による電話法）を実
施する。
・ホームページ等を通じて寄せられる国民の
意見をとりまとめ、省内で共有する。

・継続的に取り組んでいる事業で
あるが、外部の視点による点検を
行うことが有効と判断されるため。

279
独立行政法人国際協力機構
運営費交付金（日系社会と
の連携事業）

171,335の内
数

150,302の内
数

イ

国際協力機構（JICA）は、中南米及び国内日
系社会の諸課題への対応力強化のため、我
が国と日系社会を結んだ協力の相乗効果の
追求、日系社会を核とした親日派・知日派と
の関係強化、日系社会の持続的発展の支援
を行っている。その際、多文化共生推進等の
今日的課題にも留意して、日系社会を核とし
て我が国の良き理解者となり得る人々を巻
き込んだ取組、次世代人材の育成、日系ア
イデンティティを認識しつつそのメリットを感じ
られるような活動に取り組んでいる。

FOIPを含め外交上戦略的に重視
される中南米地域において、歴史
的繋がりの深い日系社会を通じ
て、中南米地域各国との関係構
築・強化に資する重要な業務であ
り、継続的に実施し、今後も長期
的な取組が見込まれる。そのた
め、一層の成果発現を図るため
の助言を得るべく、公開点検を行
うことは有意義であると考える。

307-01
国際連合世界食糧計画
（WFP)拠出金（任意拠出金）

14,846 270 ア

①難民その他の緊急及び中長期的な食料
不足の解消、②食料を通じた経済社会開発
支援、及び③国連及びFAOと連携した世界
の食料安全保障の促進等を目的に、2021年
には約1億2,820万人に食料支援を実施。
2022年度の我が国拠出による事業では、ウ
クライナ、アフガニスタン、イエメン、エチオピ
ア、ミャンマー等を含む、アジア・中東・アフリ
カ・東欧の国・地域で、難民・国内避難民支
援、子どもや妊産婦の栄養改善、学校給食、
労働や職業訓練の対価としての食料配布、
人道支援物資の輸送サービスの提供等の
事業を実施。

自然災害や紛争等により深刻な
食料不安にある人々の食料安全
保障の改善を図ることを主な目的
とする本拠出金は、人間の安全保
障を外交の柱の一つに位置づけ
る我が国にとって、食料不安に直
面する人々の生命及び尊厳を守
る上で極めて重要であり、公開点
検を行うことは有意義と考える。

（注１）公開プロセス開催日が確定していない府省にあっては、「○月△日頃」等の大まかな記載で差し支えない。

（注２）事業番号欄には、令和４年度行政事業レビューにおける事業番号を記載する。

（注３）対象事業は事業単位で対象とすることとし、事業の一部のみを対象としないこと（なお、特に議論する必要のある箇所については、論点において整理すること。）。

（注４）選定基準欄は、「行政事業レビュー実施要領」の第２部３（１）①のア～オのいずれに該当するかについて記載する。

　〇「行政事業レビュー実施要領」（抄）
　第２部３（１）①
　　ア　アウトカムの設定など、ＥＢＰＭ的観点から点検する必要があるもの
　　イ　事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの
　　ウ　長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の余地が大きいと考えられるもの
　　エ　事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミなど内外から問題点を指摘されたもの
　　オ　現年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの（複数も可）
　　カ　その他公開の場で外部の視点による点検を行うことが有効と判断されるもの

（単位：百万円）

令和５年度行政事業レビュー  公開プロセス対象候補事業リスト

公開プロセス開催日

想定される論点

（１）本事業を行うことの政策的意義。

（２）本事業が日本国民にどのように裨益して
いるのか。

（１）意義・目的に合致した効果の発現となって
いるか。特に、事業の効率化促進に繋がって
いるか。

（２）資金投入に見合った効果が発現されてい
るか。

（１）我が国がWFPに対して拠出することの政
策的意義。

（２）これまでに日本が行った支援によりどのよ
うな効果が見られるか。


